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パート１
地域医療計画の見直し

2006年６月第５次医療法改正
地域医療計画の見直し



第５次医療法改正（2006年）
地域医療計画の見直し(2008年施行）

　疾病別・事業別の地域連携ネットワーク
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3次医療
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かかりつけ医 核となる
医療機関
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医療機関

医療機関

医療機関医療機関

医療機関

介護施設
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保健所

移行

日常医療圏
二次医療圏に近いが
疾患や地域に
よっては異なる

現在の医療計画の問題点
①患者の実際の受療行動と異なる
②疾病動向を勘案していない
③地域の医療機能に関係なく
　結果として大病院重視の階層構造

特殊な医療は都
道府県を越えた

対応が必要

これまでの医療計画の
考え方

＊４疾患（がん、脳卒中、糖尿病、急性心筋梗塞）と５事業（救急医療、災害医療
、へき地医療、周産期医、小児医療）別のネットワーク形成
　 

疾病



4疾患5事業

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

　 

災害医療は５事業の柱のひとつ。



医療計画見直しスケジュール（案）
2010年 　　　　　　2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会

医療計画作成指針の改正案等について
議論

改正指針
等を都道府
県へ提示

医療計画

の策定
医療計画
の実施

2008年～2012年（医療計画の5年間）



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長 

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 神野 正博 全日本病院協会副会長 

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事 

• 末永 裕之 日本病院会副会長 

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事 

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事 

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長 

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長 

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長 

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学院教授 

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長 

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長
第１回検討会
2010年12月17日



次期医療計画見直しのポイント

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

–⑤精神疾患

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

　 
2013年からは精神疾患を加えて
5疾患５事業となる
そして在宅医療の指針を別途作成する



パート２
災害医療計画の見直し



災害医療計画の見直しを
• 災害拠点病院の要件見直し
–被災した東北３県沿岸9医療圏とその周辺医療圏

の災害拠点病院の現状調査と課題抽出

–災害医療拠点病院の被災状況

–災害医療ネットワークの構築
• 災害医療は平時の連携体制を基礎に、いったん緩急
あればスケールアップして対応できる体制が必要

• 被災9医療圏は東北3県の広域の医療計画
が必要だろう



広域の災害医療圏の設定が必要

東北３県9医療圏が
被災した



パート３
災害拠点病院の現状と課題

災害医療の在り方検討会より



災害医療の在り方検討会の設置
（座長＝東京医科歯科大学救急災害医療医学分野教授・大友康裕氏）

2011年中にとりまとめ

2013年の次期医療計画へ反映



災害拠点病院指定要件

• １、運営について
　○　２４時間緊急対応
　○　医師の同乗したヘリコプター
で傷病者を受け入れる。
　○　消防と連携した医療救護班の
派遣
　○　広域災害・救急医療情報サー
ビス

• ２、施設
　○　入院２倍、外来５倍のスペー
ス
　○　簡易ベッドなど備蓄スペース
　○　耐震構造
　○　水・電気などライフライン維持
　○　災害医療研修室

•

• ３、設備
　○　救急医療情報システム端末
　○　外傷、挫滅症候群、広範熱
傷などの医療に必要な診療設備
　○　多数の簡易ベッド
　○　携行式応急医療資器材、薬
品、テント、発電機、食料、飲料水
　○　トリアージタッグ

• ４、搬送関係
　○　ヘリコプターの離着場
　○　医療救護班派遣用の緊急車
両（ドクターカー）

• 現在、全国６０９病院が
指定





被災３県に３３災害拠点病院

そのうち３１病院が損壊





東日本大震災を受けて５つの課題

• ①建物の耐震性

• ②災害時の通信手段の確保

• ③広域災害救急医療情報システム
（EMIS）

• ④ライフライン

• ⑤備蓄

• その他
–ヘリポート



①耐震性

県立高田病院　６月４日、岩手県陸前高田市で
震災から３カ月近くたっても、がれきに埋もれたまま



県立釜石病院（岩手県）



県立釜石病院

• 3月11日の震災で、病院の壁に亀裂が入り、
天井の一部がはがれ落ちた

• このため入院患者の安全を考えて同病院で
は177人の患者を内陸部の他の県立病院に
避難をさせざるを得なかった。

• 1997年築で、耐震基準を満たしておらず本年
度、国の交付金で工事に着手する予定だっ
たという



8月の全床再開に向け、耐震補強工事を
急ピッチで進めた　

　　　　　　　　　

　　　岩手県立釜石病院

釜石病院の耐震化工事を説明する遠藤院長（左）



県立釜石病院
耐震工事終了し診療機能を回復

• 県立釜石病院は東日本大震災
で建物の一部が壊れたほか、築
30年以上が経過し、国の耐震基
準を満たしていなかったため、補
修工事と震災前から予定してい
た耐震補強工事を並行して実施
。

• 工事中はベッド数272床のうち新
病棟の26床しか使えなかったが
、工事をほぼ終え231床まで回復
。

• 手術室も復活し、内陸の病院に
搬送されていた重症患者も移り
始めた

8月20日新聞記事



気仙沼市立病院

気仙沼市立病院(宮城県）







東北厚生年金病院(宮城県）





災害拠点病院の耐震性の見直し

• 現在の災害拠点病院の施設基準では、耐震化の要
件は救急病棟など一部の建物のみでも可

• 災害拠点病院の全建物の耐震構造化の義務づけと
、耐震レベルのさらなるアップへ向けて検討を進め
るべき

• 以下の課題
– 全建物の耐震構造化は多額の予算と大がかりな工事が

必要

– 各都道府県の財政負担が増す

– また病院の全面耐震化工事は患者を診療しながら、しか
も小区画ごとに区切って長期にわたり行うために、騒音や
ほこりなど療養環境への影響が懸念



②災害時の通信手段の確保

衛星携帯電話





災害時の通信手段
• 被災３県の33の災害拠点病院で、3月11日の翌12

日まで連絡の取れない病院が以下の９病院もあっ
た
– 岩手県6病院、宮城県1病院、福島県2病院

• 災害時の通信手段
– 衛星携帯電話

– デジタルMCA（Multi-Channel Access）無線
• 明らかになった課題
– MCA無線そのものが配備されていない

– 衛星携帯電話が地震で初期設定になって使えなかった

– 職員がMCA無線や衛星携帯電話を実施に使ったことがな
かったため、災害時に役に立たなかった



通信手段のない中、災害拠点病院では被災状
況の情報収集が行われた（気仙沼市立病院）



③広域災害救急医療情報システム

Emergency Medical Information System 
(EMIS) 



EMISとは？
• EMISとは被災情報をインターネット上で共有する国

のシステム

• この情報をもとにDMAT派遣などの被災地救援が行
われる

• しかし被災３県の災害拠点病院でEMISの入力を行
ったのは4割に留まっていた
– 「電話回線、インターネット回線の断裂によりEMISに一時
接続不能となった」

– 「忙しくてそれどころではなかった」

• 全国にはEMIS未導入の県もある
– 宮城（県が代行入力）、島根、徳島、長崎、宮崎、鹿児島

、沖縄)





④ライフライン
(主に電気、水道)の維持





ライフライン
• 電気
–被災した災害拠点病院では停電には自家発電等

により対応したが、ライフラインの途絶が長期間
となり自家発電の備蓄燃料等が不足 した

–自家発電の容量が小さいためにCTやMRIを稼働
させることができず、高度の手術等ができなかっ
た

• 水
–貯水槽の容量不足や貯水槽の耐震性不備で水

の供給も課題となった。

–急性期病院は１床あたり1日1トンの水を使う



⑤備蓄
医薬品・衛生材料・食料等





備蓄

• 医薬品・衛生材料等の備蓄 、患者・職員も含
めた食料の備蓄が必要だった

• これまで災害拠点病院でもこれらの備蓄は２
～３日程度

• 今回の震災のように道路の寸断、ガソリン不
足が長期となった場合の災害拠点病院にお
ける備蓄量が課題となった



その他　ヘリポート

８ｋｍ離れた臨時ヘリポートから
気仙沼市立病院の患者を他院へ搬送



災害拠点病院の指定要件見直し





災害対応マニュアルの在り方

• 従来の災害拠点病院の災害対応マニュアル
は、初期対応重視型

• 今回の東日本大震災を受けて、中長期的な
事業継続計画（BCP)にまで踏み込んだマニュ
アル作りが求められている。



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
　　gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/
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